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自治体における外部法務人材の活用と内部法務人材の
育成―都道府県、政令市を中心に1
鹿児島大学学術研究院法文教育学域法文学系教授
宇那木　正　寛2
第１　はじめに
鹿児島大学の宇那木でございます。本日は、私のゼミ生で法文学部法政策学科３年の児島優香とと
もに、「自治体における外部法務人材の活用と内部法務人材の育成―都道府県、政令市を中心に」と
題し、報告させていただきます。よろしくお願いいたします。
まず、この報告の目的ですが、①自治体法務の司令塔である法務部署の組織体制、②法務部署にお
ける外部法務人材の活用状況、③最近、増加傾向にある法曹資格を有する任期付の常勤職員（以下「任
期付職員」という）の法務部署における役割、④法務部署に在籍する一般職の常勤職員（以下「法務
職員」という）の育成、そして、法務部署における外部法務人材、任期付職員、法務職員のあるべき
役割分担についての私見をお示しすることです。
なお、報告の対象となる法務部署を都道府県および政令市としましたのは、これらの大規模自治体
においては法務部署が独立の組織として明確に位置づけられていること、何より私自身、組織的に高
い法務能力を有すると考えられる都道府県および政令市の法務部署の執行体制に興味があったからで
ございます。
今回の報告に当たっては、都道府県および政令市に対して本年の９月から10月までの間、文書によ
る照会や直接のヒアリングによる調査を行いました。文書照会の回収率は、都道府県91％、政令市100
％となっております。なお、具体的な自治体名についてのご関心は高いと思いますが、公表は控えて
欲しいとの希望をお持ちの自治体もございます。これらの自治体に関しては某都道府県あるいは某政
令市として報告させていただきます。
報告でとりあげます「法務部署」とは、例規審査、例規立案支援、訟務、行政不服審査、庁内法律
相談などの業務を担う部署です。このうち、「例規審査」というのは、原課で作成された例規原案につ
いて、憲法に適合しているか、あるいは、法秩序に反していないか、さらには、当該自治体における
他の主要な政策との間に抵触関係が生じていないかという実質的審査、そして、法制執務という立法
のルールに適合しているかといった形式的審査からなるものです。これと似たものに、例規立案支援
があります。「例規立案支援」とは、例規を実際に立案する前、すなわち例規原案が作成される前の骨
子段階での法的アドバイスを提供するものです。「訟務」とは訴訟に関する事務です。「訟務」の内容
1	 本稿は、平成30年11月18日、岡山大学において「これからの自治体法務について」をテーマに開催された第26回岡山
行政実務研究会における、宇那木正寛＝児島優香「自治体における外部法務人材の活用と内部法務人材の育成―都
道府県、政令市を中心に」の講演録である。
2	 昭和62年４月岡山市役所入庁。市税滞納整理、例規審査、訟務、情報公開、市長政策秘書、法務人材の育成、環境企
画などの業務を25年以上にわたり担当、岡山大学大学院社会文化科学研究科非常勤講師を経て、現在、鹿児島大学学
術研究院法文教育学域法文系教授（行政法専攻）。鹿児島県人事委員会委員。
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については、各自治体の法務部署ごとに様々であり、訴訟代理人である弁護士と原課との打ち合わせ
に同席するのみという自治体から、原課と協力し、訴訟代理人に代わって答弁書や準備書面の案の作
成を行う法務部署まで様々です。「庁内法律相談」とは、主に法律の執行や住民との紛争についての相
談が中心です。特に規制権限を行使する場合における要件の充足性、発出の妥当性についての相談が
多いようです。なお、任期付職員を採用している多くの自治体では、彼らが庁内法律相談の業務につ
いて中心的役割を担っています3。
さらに、「外部法務人材」とは、常勤ではない顧問弁護士および大学教員であり、「内部法務人材」
とは、常勤である法務職員および任期付職員のことです。
なお、行政不服審査の業務については、法務部署以外の部署で対応している自治体も少なくありませ
ん。このため、行政不服審査業務のみを担当する部署は、今回の報告の対象部署とはしておりません。
第２　法務部署の組織
１　組織の概要
それでは、報告の具体的内容にはいってまいります。まず、法務部署を構成する法務職員および任
期付職員を含めた法務職員の数です。都道府県においては66名の職員が在籍している東京都の例がご
ざいますが、これは、例外でありまして、資料をご覧いただけばおわかりになりますようにボリュー
ムゾーンとしては、５名以上10名未満という都道府県が多くなっています。都道府県においては、一
般的にその規模が大きいほど、法務部署の職員の数も多くなっています。政令市では、21名もの職員
が在籍している某政令市もありますが、10名以上20名未満というところがボリュームゾーンです。
調査時における法務職員の平均在籍年数は、都道府県では、３年以上５年未満という団体が多くな
っています。鹿児島県は、２年未満と短くなっていますが、同県にお尋ねすると、これは今回たまた
ま異動の関係でこのような状態になったということです。政令市では、５名以上がボリュームゾーン
となっており、都道府県と異なり、長期在籍者も少なくないことが特徴です。
次に職員の出身学部でありますが、都道府県、政令市のいずれも概ね８割から９割、多いところで
は100％が法学部またはロースクールの出身です。自治体で、このような特定学部の出身者が占める部
署は他にないと思います。法務部署で法学の素養のある人材が強く求められている現れでしょう。
法務部署に配置されている任期付職員4は、東京都２名、三重県１名、長崎県１名で、他５都道府県
が各１名の配置となっています。また、政令市はどうかといいますと、堺市１名、熊本市２名ほかに
３名が配置されている某政令市、１名の２政令市がございます。みなさんは、どのようにお感じでし
ょうか。配置が少ないとの印象をお持ちになるのではないでしょうか5。
3	 規制行政における公務員弁護士の役割について論ずるものとして平田彩子「公務員弁護士と規制行政」地方自治851
号（2018）２-24頁以下がある。
4	 任期付公務員等の統計資料については「日本弁護士連合会：任期付公務員等に関する統計」（https://www.
nichibenren.or.jp/recruit/lawyer/sosikinai/document.html 平成30年11月15日閲覧）参照。
5	 任期付職員の登用が進まない原因については、宇那木正寛「弁護士と自治体のかかわり方について～なぜ自治体は法
曹有資格者の登用に消極的なのか」政策法務Facilitator	36号（2012）２-６頁参照。
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全ての自治体組織についていえるのですが、法務部署はとくに専門性が高いと考えられているた
め、都道府県にあっては法務職員の平均在職年数は３年以上５年未満がボリュームゾーンで、都道府
県の他の部署よりも１年から２年程度は長いように思います。また、政令市にあっては、５年以上が
ボリュームゾーンです。在籍期間については、都道府県と同様の傾向がみられます。
法務部署に限って比較してみますと、政令市の場合、都道府県よりも一般的に平均在籍年数が長
く、また、５年を超える長期の在籍者が少なくないという特徴があります。
なお、都道府県のさまざまな部署にいえることですが、政令市の平均在籍年数に比較する１年から
２年程度短くなっています。この理由としては、都道府県のほうが組織が大きく、人事異動の規模が
大きいこと、都道府県の職員は政令市の職員に比較してより広範な経験値が求められるため多くの部
署への異動が必要であるといった点が挙げられましょう。他方、政令市の事務は現場に直結してお
り、当該事務についてより高い経験値が求められるため在籍年数も都道府県に比較すると長くなる傾
向にあります。
２　法務部署における任期付職員の役割
⑴　法務職員に求められるもの
次に内部法務人材についてです。みなさんは、特に任期付職員が法務部署においてどのような役割
を果たしているのか6という点についてはご関心が高いと思います。私は組織において、法務職員に求
められるものと任期付職員に求められるものとは少し異なるのだと考えております。法務職員は、組
織の一員として公務を執行するという性格が強いのです。そのため、まずは、公務員として必要とさ
れる「積極性」、「協調性」、「柔軟性」および「共感力」が高いレベルで求められることになります。な
お、共感力というのは分かりにくいかもしれませんが、要は当事者と同じ目線で考えることができる
能力ということです。たとえば、福祉政策を考えるときに、上から目線ではだめで、実際の受給者の
目線でものごとを考えることができるということです。この「共感力」は公共政策立案するうえで非
常に重要であると考えております。私は、現在、鹿児島県人事委員会の委員として県職員の採用面接
も行っておりますが、個人的に、人物評価として私が最も重視しているのがこの共感力です。さらに、
法務職員は特に、これらの４要素に加え、ほとんどの法務部署で８割以上の職員が法学部の出身者で
占められていることからわかるように、法学の素養を持ち合わせていることが強く求められているの
です。
⑵　任期付職員に求められるもの
他方、任期付職員については、その中心的業務が庁内法律相談ということもあり、上司から逐一指
示を受けて公務を執行するのではなく、専門知識を生かした個人としての公務執行能力が求められて
いるといえます。なお、任期付職員の採用に当たっては、裁判実務の経験はあまり求められていませ
ん。これは、任期付職員の主な業務が庁内法律相談だからです。募集要項ですと法曹実務経験２年あ
るいは、３年以上というものがほとんどです。また、法務部署の業務の柱である例規審査や例規立案
6	 自治体における任期付職員の採用状況、業務内容等について詳細に調査、分析したもとして、大杉覚ほか「地方行政
における法曹有資格者の活用に関する研究―任期付弁護士を中心として―」日弁連法務研究財団編『法と実務12』
（商事法務、2016）１-267頁がある。
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支援に必要な法制執務の知識や経験を採用段階で求める自治体というのはほぼ皆無です。
ところで、任期付職員ですと、任期終了後、当該任期付職員であった者と自治体が対峙する場合が
あるとして、いわゆる知事案件とか市長案件などのように政治的、政策的に深い事案についての相談
がしづらいとお考えの自治体もございます。しかし、感情的なものを別にすれば、弁護士法25条４号
で公務員として職務上取り扱った事件については、受任できませんので、現実に問題となることはな
いように思います。なお、中小規模の自治体で、首長の秘書的な立場で採用される任期付職員につい
ては、事情が異なり、むしろ、こうした首長案件などには、積極的に関与することが求められましょう。
さらに、任期付職員に関連してですが、採用後、数ヶ月間は実際の庁内法律相談の場に法務職員を
同席させるといったOJTが必要だと考える自治体もあります。行政組織の慣習や考え方に慣れても
らうためです。
第３　外部法務人材の活用
１　活用の状況
⑴　弁護士
ここからは、都道府県および政令市における外部法務人材の継続的活用について報告させていただ
きます。調査の対象とした外部法務人材は、常勤ではない弁護士および大学教員です。こういった外
部法務人材を継続的に活用しているのは、都道府県では40団体、政令市においては20団体です。
これに対し、外部法務人材を活用していない都道府県が２団体あります。青森県および石川県です。
活用していない理由ですが、青森県にあっては、現在の職員の能力で足りており、訴訟や高度に専門
的な法律問題への対応はその都度弁護士に依頼していることから、継続的に外部法務人材を活用する
必要はないとしています。石川県も今後については検討する必要があるとしていますが、現在のとこ
ろ、職員の能力で足りているとしています。
なお、岡山県は顧問弁護士ではなく、非常勤特別職の公務員として弁護士を活用しています。同県
では、必要な外部法務人材については、法務部署において一括して委嘱するのではなく、それぞれ必
要とする部署が独自に委嘱するとのことです。
次に、外部法務人材としての弁護士を継続的に活用している自治体の状況です。顧問弁護士数は、
都道府県では３名以上５名未満、政令市では、３名以上５名未満というところがボリュームゾーンと
なります。
ここで注目していただきたいことがあります。それは、顧問弁護士以外で行政法や役所の業務に詳
しい弁護士が都市部の自治体を中心に多数活用されているということです。司法制度改革によって、
多くの弁護士が誕生しました。若い方も多く、話しやすく、また、非常に勉強熱心な方もいて、そう
いう方に食指が伸びています。
11都道府県がこうした相談弁護士制度を採用しています。このうち、３都道府県は顧問弁護士制度
と併用しています。政令市では、９団体がこのような相談弁護士制度を活用しており、そのうち４政
令市が顧問弁護士制度と併用しています。こうした相談弁護士は、顧問弁護士とは異なり定期的に決
まった報酬を支払うわけではなく、相談あるいは訴訟委任の都度、報酬が支払われます。
今後は、自治体が個別の紛争事案に応じて、ふさわしい相談弁護士を選択するという傾向が、特に
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弁護士の多い都市部の自治体では多くなると思います。この場合、相談弁護士と顧問弁護士との役割
分担ですが、一般の事件については、相談弁護士が対応し、政治的、あるいは重要な政策的案件につ
いての相談は、経験値が高く、首長からも信頼の厚い顧問弁護士が対応するということになりましょう。
⑵　大学教員
大学教員については、審理員、各種行政委員会および附属機関の委員としての任用を除くと、アド
バイザーなどとして継続的に積極的に活用しているという自治体はごく少数です。活用している自治
体としては、某都道府県が地元国立大教授を１名、京都府が地元国立大学の教授を１名、静岡市が関
東圏の国立大学准教授および東京の私立大学教授を各１名、名古屋市が２名、神戸市が地元国立大学
および地元私立大学から５名となっています。
⑶　その他
なお、弁護士や大学教員以外に、浜松市のように元行政職員を政策法務アドバイザーとして活用し
ているケースもあります。
２　外部法務人材の活用ポイント
⑴　頼りになる人材としての弁護士
外部の法務人材としては、大学教員と比較すると、圧倒的に弁護士が頼りにされていることがわか
ります。その理由としては大きく分けて２つありまして、１番目は、やはり広く法律実務に精通して
いる。すなわち、特定の法分野に偏らない、訴訟手続も含めた幅広い実務の知識や臨床経験を持ち合
わせているということです。それから２番目に、訴訟に発展した場合に訴訟代理人として依頼できる
という点です。この点は自治体にとって大きいようです。他には、大学教員よりも心理的、物理的に
アクセスが容易であるという回答もござました。京都市は、弁護士には法律上守秘義務があるので大
学教員よりも相談しやすいと回答しています。なお、当然といえば当然ですが、案件により、頼りと
する外部法務人材は異なると回答する自治体もあります。このうち、神奈川県は、新たな政策立案に
際し大きな法的な問題がある場合には大学教員に相談する可能性があるとしています。
このように自治体が頼りにする弁護士ですが、活用する場合、どのようなポイントを重視して選任
しているのでしょうか。まずは、経験年数です。続いて、過去に担当した事件、人柄、行政に対する
見識の深さ、自治体の委員などの公職経験の有無、行政訴訟に対する対応能力、自治体の実務に精通
していることなどです。なお、長崎県のように、裁判官あるいは司法研修所教官といった公職として
の法曹経験を選任のポイントとしている自治体もあります。
⑵　大学教員の活用への課題
こうした弁護士に対し、大学教員を、行政委員会、附属機関の委員等以外に、外部法務人材として
継続的に活用していると回答した自治体はごく少数でした。このため、仮に活用するとした場合の選
任ポイントになりますが、研究業績を重視するという自治体が最も多くなります。また、自治体の実
務に精通しているという点を重視するという自治体もほぼ同数あります。その他のポイントとして、
人柄を重視するとする自治体も少なくありません。
大学教員に対しては、心理的にアクセスしづらい、守備範囲が広いとはいえず、また、専門外の話
になると対応してもらえない、実務に疎い、といった印象を持つ自治体もあります。確かに、このよ
うに、大学教員に対する消極的な印象を持つ自治体もありますが、学問的知見を有する大学教員の活
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用も必要であると考える自治体も少なくありません。したがって、自治体が大学教員に容易にアクセ
スできるルートが開拓されれば、今後の活用も広がるのではないかと思います。研究者にとっても、
自治体において現実に起きている生の問題を知ることにより、思いもよらなかった研究素材を発見す
ることもありましょう。研究者としても期待したいところです。
第４　訟務における内部法務人材の活用
１　活用の状況
⑴　指定代理人のみによる訴訟遂行
ここからは、法務部署の事務の大きな柱の一つである訟務における内部法務人材の活用状況につい
て報告します。いわゆるの指定代理人7としての活用です。
顧問弁護士など外部法務人材に頼らないで指定代理人のみでの訴訟遂行している、あるいは過去に
遂行したことがある自治体は、32都道府県、19政令市となっています。指定代理人のみでの訴訟遂行
した経験のない自治体は、青森県、秋田県、福井県、岐阜県、鳥取県、岡山県ほか３都道府県、そし
て某政令市です。この理由として、鳥取県、長崎県他１都道府県は、そのような経験、能力を持つ職
員がいないからとしています。また、鳥取県は、年度をまたぐ事件であると、担当者の異動があるた
め引き継いだ職員の負担が大きいことを理由として挙げています。さらに、岡山県および某政令市は、
どのような訴訟でも専門的知見は必要あることを理由としています。なお、費用対効果を考えると不
経済であるとする自治体もあります。
実際に指定代理人のみで対応している訴訟の種類についてですが、都道府県では、本人訴訟、簡易
な民事訴訟が中心です。また、上告事件及び上告受理事件、敗訴又は請求棄却・却下が容易に見込ま
れる事件、境界確定訴訟、支払督促から訴訟に移行した事件を挙げる自治体も複数あります。他には、
県営住宅の明渡請求訴訟、税務関係訴訟、訟務検事が指揮をとる第１号法定受託事務にかかる訴訟を
挙げる自治体があります。政令市においても、都道府県の場合とほぼ同様です。なお、顧問弁護士か
ら訴訟費用節約のために指定代理人のみで行ってはどうかというアドバイスがある事件については、
指定代理人のみで実施するという自治体もございました。
なお、特殊な例として、東京都がございます。東京都は、他の自治体と異なり、例外と原則が逆転
しております。すなわち、原則、指定代理人により訴訟は遂行され、訟務担当部長が当該事件の処理
を適切に行うために特に必要であると認める場合、すなわち、職員が担当するには困難な事件に限っ
て、外部の弁護士が選任されるということです。
指定代理人のみで訴訟を遂行する理由についてです。圧倒的に多いのが訴訟費用の節約という点で
す。23都道府県、14政令市がこの点を理由に挙げています。私が岡山市に在籍していた際、職員の法
務能力向上の一環として、公営住宅の明渡訴訟を顧問弁護士に依頼せず、公営住宅管理の部署の職員
のみによる訴訟にチャレンジしようということになりました。その際、年間800万円ぐらいの弁護士費
用が節約できたように記憶しております。
7	 自治体における指定代理人の意義については、宇那木正寛『自治体政策立案入門―実務に活かす20の行政法学理論』
（ぎょうせい、2015）293頁参照。
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また、６都道府県、５政令市が、職員の能力向上のために指定代理人のみで訴訟を遂行する場合が
あるとしています。指定代理人としての活動は、法務職員の法務能力の向上には、大変有効であると
考えております。私は岡山市の法務職員であったとき、指定代理人として多くの事件に対応して参り
ましたが、必要な事実の調査、主張立証計画の策定、答弁書や準備書面の作成が法務能力の向上に大
変役立ちました。
⑵　指定代理人のみによる訴訟遂行のパターン
次に、指定代理人が訴訟遂行する場合、どの部署の職員が指定代理人になるのかについてです。主
に３つのパターンがあります。①原課職員および法務部署の職員がともに指定代理人となるパターン、
②原課職員のみが指定代理人となるパターン、③法務部署の職員のみが指定代理人となるパターンです。
最も多いのはやはり①のパターンです。14都道府県および15政令市がこのパターンに該当します。
紛争に至った事情の詳細を知っているのは原課ですし、その原課職員とともに訴訟手続や法律をよく
知る法務部署の職員がタッグで遂行することが、最も合理的といえます。
原課の職員のみのパターンは、政令市では静岡市だけですが、都道府県は12団体あります。原課の
みで遂行し、法務部署は関与しない、これには、理由はいろいろあると思いますが、都道府県の組織
は政令市に比較して大きいけれど、法務部署の規模自体は政令市とあまり変わらない、あるいは少な
い場合すらあります。このため、都道府県の法務部署が原課の紛争全てに対応できないという理由が
大きいように思います。次に法務部署の職員のみのパターンは、原課の負担が最も少ないものです。
東京都、熊本県および鹿児島県がこのパターンです。このパターンは、法務部署自体の能力が非常に
高く、かつ、スタッフが多い場合に有効といえましょう。
最後に、任期付職員が指定代理人として活用されているかどうかについてです。多くの自治体では、
任期付職員を指定代理人として活用していません。活用しない理由として最も多かったのが、任期付
職員が庁内法律相談の業務を主な任務としており、指定代理人となれば本来の業務に差し支えるとい
うものです。また、募集要項に具体的に示した業務ではないという回答もございました。
２　訟務における内部法務人材活用のまとめ
以上のように、訟務においては、都道府県の法務部署は政令市の法務部署と比較して原課への関与
度は低くなっております。これは都道府県のほうが組織が大きいにもかかわらず、法務の部署はそれ
に比例して大きいわけではないので、必然的に原課が中心的に対応せざるをえないという事情があり
ます。このような事情もあってか、とくに訴訟が多い都道府県の部署の職員については、訴訟遂行に
関する知識レベルがかなり高いように思います。
また、多くの自治体において簡易な訴訟を中心として指定代理人による訴訟遂行が行われています。	
しかし、意外なのですが、任期付職員は多くの自治体で訴訟手続を遂行する役割を期待されていませ
ん。任期付職員に求められる主な業務は行政の執行過程における法律相談であり、庁内研修における
研修講師などだからです。また、訴訟遂行については、臨床経験が豊富な外部の弁護士に依頼すると
いう考え方が基本にあるからだと思われます。
第５　内部法務人材育成の重要性
外部法務人材の活用以上に重要なのが、自身の組織を中心的に支える内部法務人材、特に法務職員
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の育成です。内部法務人材の育成として特徴的な施策を実施しているのが浜松市です。浜松市は、法
務職員を名古屋法科大学院に派遣する事業を実施しています。現在、司法試験に合格し、修習中の法
務職員の方がいるようで、修習後は法務部署に戻る予定です。こうした法務職員をロースクールへ派
遣する制度は今後も継続するということです。じっくりと自前の若手法務職員を育てていくという浜
松市の姿勢は素晴らしいと思います。
第６　今後自治体が求める外部法務人材像
自治体が外部法務人材である弁護士に対して、将来的に求めるものは多様ですが、地方自治法や行
政法に関する幅広い知識と経験を有すること、自治体に実務に精通していること、行政の政策につい
て一定の理解があること、を求めていることは現在と変わりません。
これらの能力に加え、将来的にある某都道府県および熊本市では、危機管理対応能力のある弁護士
を求めています。具体的には、災害法制に詳しい、あるいは災害に伴う諸種の法律問題に対応できる
能力です。いずれの自治体も大きな災害を経験し、そういった能力を有する弁護士の必要性を感じて
いるからです。また、神戸市など多数の自治体は、行政に対する不当要求に対処できる能力を求めて
います。不当要求者への対応は自治体職員が最も苦手とする業務の一つであり、また、精神的ストレ
スも相当なものです。よって、こうした能力を有する弁護士を将来的に求めるのは当然でしょう。
次に大学教員に対し将来的に求めるものです。研究業績があることは当然ですが、このことに加え、
自治体の実務に精通している、あるいは、自治体行政に関して幅広い知識を持っているといったこと
が強く求められています。長崎県にあっては、将来的に法曹経験のある大学教員が増えれば、専門的
法律の知見と紛争解決における実務の両面に長けており、好ましいとしています。
第７　最後に
都道府県・政令市ではそれほど任期付職員の採用が一気に増えているというわけでもなく、また、
採用意欲も現在のところそれほど高いとはいえないようです。これは都道府県および政令市における
法務部署職員の多くは法学部出身で法学の素養があり、また、学習能力も高いことが理由ではないか
と思っています。私もよくお仕事で政令市や都道府県の法務部署の職員とお目にかかる機会が多いの
ですが、一般の行政職員として備えるべき能力が高いことはもちろんですが、法的知識やその応用力、
そしてものごとを合理的かつ効率的に考える能力は、非常に高いレベルにあると感じています。
とはいえ、常勤で身近にいて、行政の立場を踏まえ、法律相談に対応できる、こうした能力を持ち
合わせた任期付職員の評価は高いといえます。任期付職員を既に受け入れている自治体では、採用し
て良かったという声が多いのです。都道府県や政令市といった大規模自治体の法務部署においても、
今後は徐々にではあるけれども増えていくのではないかと思います。
最後に、個人的な意見を申し上げますと、法務部署、ひいては自治体全体の法務能力向上のために
は、時間を要しますが、自前の法務職員を時間をかけて丁寧に育てていくという姿勢が重要ではない
かと思います。この点、浜松市のように法務職員をロースクールに派遣するといった施策は、法務職
員の大きな励みにもなり、仕事へのモチベーションにもつながると思います。
今後は法務職員、任期付職員、そして外部の法務人材、三位一体的にそれぞれの強み、弱みをよく
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理解し、これら三者を有効に活用することが重要です。ただし、法務部署の主役は法務職員です。こ
の点は重要です。自前の法務職員を育てることも怠らないで欲しいと思います。自治体が大きな法的
プロジェクト、不当要求対策、災害対策など専門的かつ高い経験値が求められるときには、プロ野球
のFA制度のように外部から大型補強が必要でしょう。しかし、そういう場合ばかりではありません。
法務職員育成のための施策も考えるべきです。それは、繰り返しになりますが、法務部署の主役は外
部法務人材でもなく、また、任期付職員でもなく、法務職員だからです。彼らのモチベーションも上
がらなければ、組織全体の活力低下を招きかねません。
なお、今回の報告では、時間の関係もあり、調査内容を十分にお伝えすることができませんでした。
近く「自治研究」で詳しくお伝えする予定です。お時間が許せばご笑覧下さい。
以上、雑駁な内容となりましたが、これで報告を終了させていただきます。この報告が法務組織の
将来を考えるうえで、少しでもお役に立てれば幸いです。ご静聴ありがとうございました。
